
  

 

 

       平 成 2 7 年 3 月 1 6 日 

株式会社日本政策金融公庫 

 
食品産業景況感は売上伸びず足踏み状態 

～先行き27年上半期は改善見通し～ 

＜日本公庫・平成26年下半期食品産業動向調査＞  

 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）農林水産事業が平成 27年 1月に実施した「平成 26年

下半期食品産業動向調査」で、食品産業の景況感を示す景況ＤＩは、売上高ＤＩの低下が大き

く影響して前回（26 年上半期）調査より 4.4 ポイント低下し▲7.3 となりました。先行き 27

年上半期は 2.8 ポイント上昇し▲4.5 となる見込みです。なお、本調査は全国の食品関係企業

を対象に、平成９年から年２回実施しているものです。調査結果の詳細は以下のとおりです。 

 

＜調査結果のポイント＞ 

○ 売上高、経常利益、資金繰りＤＩがともに低下 (資料：図1) 

 景況ＤＩ（算出方法は次葉(注)を参照）は、前回調査から 4.4 ポイント低下し▲7.3 と  

3半期続いていた改善傾向が足踏み状態となった。 

 これは、前回調査から、売上高ＤＩが 9.6 ポイント低下し▲0.4 に、経常利益ＤＩが 2.7

ポイント低下し▲13.0に、資金繰りＤＩが1.2ポイント低下し▲8.6になったことによる。 

 なお、売上高規模別に景況ＤＩをみると、製造業、卸売業、小売業ともに売上高規模が大

きいほどＤＩ低下の幅が大きい傾向が見られた。 

 先行き 27年上半期については、資金繰りＤＩはさらに低下するものの、売上高ＤＩと経常

利益ＤＩが上昇することで、景況ＤＩは 2.8 ポイント上昇し▲4.5 と改善する見通しとなっ

ている。 

 

○ 7地域で景況ＤＩが低下、業種別では卸売業が大幅低下 （資料：図2、図 3) 

 地域別景況ＤＩは、10 地域のうち北海道、東北、南関東、東海、中国、四国、九州の 7 地

域で前回調査から 2.3～14.6 ポイント幅の低下となった。中でも、北海道と九州の低下が大

きく、それぞれ14.6ポイント、10.2ポイント低下し▲10.8、▲13.7となった。 

先行き 27年上半期は、北海道、東北、南関東、甲信越・北陸、東海、中国、九州の 7地域

が1.0～8.5ポイント幅で上昇する見通しとなっている。 

 業種別では、前回調査から製造業が 3.3 ポイント低下し▲8.2、卸売業が 12.5 ポイント低

下し▲14.1、小売業が 4.9 ポイント上昇し 11.7、飲食業が 4.9 ポイント上昇し 10.8 と業種

で明暗が分かれる結果となった。 

先行き 27 年上半期は、製造業、卸売業、飲食業が 3.6～6.9 ポイント幅で上昇、小売業が

17.4ポイント大幅低下する見通しとなっている。 
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○ 仕入価格は引き続き上昇、販売価格も上昇して販売数量は減少 （資料：図 4、図 5) 

仕入価格ＤＩは、前回調査より 2.6ポイント低下ながら 61.2と高いプラス値を維持してお

り、原材料などの仕入価格上昇が続いていることがわかった。 

先行き 27 年上半期では 6.7 ポイント低下し 54.5 となり、上昇傾向に緩やかさがみられる

ものの仕入価格の上昇が依然として続くと見込んでいる。 

販売価格ＤＩは 5.7ポイント低下ながら 13.0とプラス値を維持する一方で、販売数量ＤＩ

は 1.0 ポイント低下し▲3.3 となり、値段が上がり数量が落ちるという消費税率や製商品価

格の引き上げなどが反映した結果と思われる。 

先行き 27年上半期では販売数量ＤＩが 4.4ポイント上昇し 1.1とプラス値に転じ、販売価

格ＤＩも2.7ポイント上昇して15.7とプラス値を維持する見通しとなっている。 

 

○ 雇用判断ＤＩは不足感がさらに拡大、設備投資ＤＩはマイナスに（資料：図 6、図 7） 

雇用判断ＤＩは、前回調査よりも 8.7ポイント上昇して23.2と雇用の不足感が継続・拡大

する結果となった。先行き 27年上半期では、1.4ポイント低下するものの 21.8と雇用の不

足感は依然として高水準の見通し。 

 設備投資ＤＩ（平成 26年下半期時点での平成27年通年の設備投資額の見通し）は、前回

調査に比べ4.6ポイント低下し▲1.3とマイナス値に転じており、改善傾向が続いてきた設

備投資環境に停滞感がみられる結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

調査時点   平成27年1月１日 

調査方法   郵送により調査票を配布し、郵送またはファックスにより回収 

調査対象    全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業） 7,178社 

有効回答数  全体で2,547社 （回答率35.5％）  

《内訳》 製造業・・・1,661社 

卸売業・・・ 597社 

小売業・・・  224社 

飲食業・・・   65社 

 

（注）ＤＩ（Diffusion Index ＝ 動向指数）について 

  ＤＩは、前年同期と比較して、「増加する（良くなる）」と回答した企業の割合から「減少する

（悪くなる）」と回答した企業の割合を差し引いた数値。 

景況ＤＩは、売上高ＤＩ、経常利益ＤＩ、資金繰りＤＩの合計を単純平均して算出。 



 

 

 

図１ 景況ＤＩ（全国） 

（景況ＤＩは、売上高ＤＩ、経常利益ＤＩ、資金繰りＤＩを単純平均して算出）（「増加（良い）」－「減少（悪い）」の割合）   

【実績】 

 ○平成26年下半期の食品産業の景況ＤＩは、前回調査時の26年上半期より4.4ポイント低下し、▲7.3

となり、3半期連続していた改善傾向が足踏み状態となった。 

 ○売上高ＤＩ、経常利益ＤＩ、資金繰りＤＩがともに低下したことが影響した。 

【見通し】 

 ○先行き27年上半期の食品産業の景況ＤＩは、2.8ポイント上昇し、▲4.5となる見通し。                                                                               
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（注）日銀短観は、毎年6月調査、12月調査の数値を用いた。 

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

食品産業 ▲ 15.8 ▲ 20.2 ▲ 14.3 ▲ 8.4 ▲ 19.4 ▲ 15.0 ▲ 3.8 ▲ 2.9 ▲7.3(-4.4) ▲4.5(+2.8)

うち製造業 ▲ 18.6 ▲ 18.9 ▲ 11.7 ▲ 9.3 ▲ 17.2 ▲ 12.2 ▲ 5.0 ▲ 4.9 ▲8.2(-3.3) ▲3.1(+5.1)

（　）は前回との差  

【参考】売上高ＤＩ、経常利益ＤＩ、資金繰りＤＩの推移 

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

売上高ＤＩ ▲ 16.8 ▲ 23.2 ▲ 13.8 ▲ 4.9 ▲ 18.6 ▲ 14.0 9.0 9.2 ▲0.4(-9.6) 4.7(+5.1)

経常利益ＤＩ ▲ 19.3 ▲ 24.8 ▲ 19.3 ▲ 12.9 ▲ 26.9 ▲ 20.7 ▲ 12.4 ▲ 10.3 ▲13.0(-2.7) ▲8.5(+4.5)

資金繰りＤＩ ▲ 11.4 ▲ 12.6 ▲ 9.8 ▲ 7.5 ▲ 12.8 ▲ 10.2 ▲ 7.9 ▲ 7.4 ▲8.6(-1.2) ▲9.8(-1.2)

売上高ＤＩ ▲ 21.9 ▲ 18.0 ▲ 7.1 ▲ 3.9 ▲ 14.2 ▲ 9.4 7.2 8.6 1.9(-6.7) 8.6(+6.7)

経常利益ＤＩ ▲ 22.8 ▲ 25.3 ▲ 19.7 ▲ 14.8 ▲ 24.7 ▲ 17.2 ▲ 14.6 ▲ 14.5 ▲15.9(-1.4) ▲7.4(+8.5)

資金繰りＤＩ ▲ 11.1 ▲ 13.4 ▲ 8.4 ▲ 9.2 ▲ 12.8 ▲ 10.1 ▲ 7.5 ▲ 8.9 ▲10.5(-1.6) ▲10.6(-0.1)

（　）は前回との差
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【参考】景況ＤＩ（売上高規模別） 
平成25年

下半期調査
平成26年上半期調査 平成26年下半期調査

25年下半期 26年上半期 26年下半期 26年下半期 27年上半期

実績 実績(a) 見通し 実績(b) 見通し(c)
b-a c-b

５億円未満 ▲ 11.8 ▲ 14.2 ▲ 6.3 ▲ 13.6 0.6 ▲ 9.8 3.8
５億円以上１０億円未満 ▲ 10.6 ▲ 14.9 ▲ 2.5 ▲ 13.5 1.4 ▲ 6.7 6.8
１０億円以上２０億円未満 ▲ 3.4 ▲ 1.9 3.0 ▲ 3.3 ▲ 1.4 ▲ 0.1 3.2
２０億円以上５０億円未満 3.6 3.8 0.0 ▲ 4.2 ▲ 8.0 0.8 5.0
５０億円以上１００億円未満 ▲ 3.1 6.7 10.0 0.6 ▲ 6.1 3.1 2.5
１００億円以上 9.7 14.4 15.2 ▲ 2.5 ▲ 16.9 7.5 10.0

(製造業計） ▲ 5.0 ▲ 4.9 0.1 ▲ 8.2 ▲ 3.3 ▲ 3.1 5.1
１０億円未満 ▲ 19.9 ▲ 19.1 ▲ 13.8 ▲ 25.9 ▲ 6.8 ▲ 18.2 7.7
１０億円以上２０億円未満 ▲ 9.1 ▲ 6.1 ▲ 11.3 ▲ 22.5 ▲ 16.4 ▲ 13.6 8.9
２０億円以上５０億円未満 ▲ 2.3 1.3 0.3 ▲ 6.7 ▲ 8.0 ▲ 10.1 ▲ 3.4
５０億円以上１００億円未満 12.1 1.2 ▲ 0.7 ▲ 7.3 ▲ 8.5 ▲ 0.8 6.5
１００億円以上２００億円未満 14.0 12.7 ▲ 4.4 ▲ 4.2 ▲ 16.9 ▲ 4.9 ▲ 0.7
２００億円以上 26.1 21.1 5.6 ▲ 7.7 ▲ 28.8 ▲ 1.9 5.8

（卸売業計） ▲ 1.1 ▲ 1.6 ▲ 5.0 ▲ 14.1 ▲ 12.5 ▲ 10.5 3.6
２０億円未満 ▲ 16.8 ▲ 6.9 ▲ 10.5 ▲ 7.9 ▲ 1.0 ▲ 17.6 ▲ 9.7
２０億円以上５０億円未満 ▲ 19.7 ▲ 6.6 ▲ 1.9 13.0 19.6 ▲ 3.3 ▲ 16.3
５０億円以上１００億円未満 ▲ 1.3 7.2 9.9 17.6 10.4 ▲ 11.3 ▲ 28.9
１００億円以上２００億円未満 ▲ 14.2 15.4 14.1 26.7 11.3 1.2 ▲ 25.5
２００億円以上５００億円未満 2.8 17.3 6.0 16.7 ▲ 0.6 ▲ 1.3 ▲ 18.0
５００億円以上 9.7 33.9 11.6 18.5 ▲ 15.4 4.1 ▲ 14.4

（小売業計） ▲ 7.5 6.8 2.2 11.7 4.9 ▲ 5.7 ▲ 17.4
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図２ 景況ＤＩ（地域別） 

【実績】 

 ○26年下半期の地域別景況ＤＩは、10地域のうち北海道、東北、南関東、東海、中国、四国、九州の7

地域で前回調査から2.3～14.6ポイント幅の低下となった。 

 ○特に、北海道と九州の低下が大きく、それぞれ14.6ポイント、10.2ポイント低下し▲10.8、▲13.7

となった。 

【見通し】 

 ○先行き27年上半期の地域別景況ＤＩは、北海道、東北、南関東、甲信越・北陸、東海、中国、九州

の7地域が1.0～8.5ポイント幅で上昇する見通し。                                                                                                                

 

 

 

２/５ 

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

全国 ▲ 15.8 ▲ 20.2 ▲ 14.3 ▲ 8.4 ▲ 19.4 ▲ 15.0 ▲ 3.8 ▲ 2.9 ▲7.3(-4.4) ▲4.5(+2.8)

北海道 ▲ 14.1 ▲ 15.5 ▲ 8.4 ▲ 14.9 ▲ 12.8 ▲ 1.8 13.6 3.8 ▲10.8(-14.6) ▲9.8(+1.0)

東北 ▲ 24.7 ▲ 27.3 ▲ 6.1 0.3 ▲ 21.2 ▲ 19.5 ▲ 9.4 ▲ 11.7 ▲14.5(-2.8) ▲8.3(+6.2)

北関東 ▲ 13.5 ▲ 29.8 ▲ 28.6 ▲ 3.5 ▲ 11.0 ▲ 16.6 ▲ 2.6 ▲ 3.0 0.4(+3.4) ▲8.8(-9.2)

南関東 ▲ 14.7 ▲ 26.7 ▲ 20.1 ▲ 1.1 ▲ 7.2 ▲ 8.3 ▲ 5.6 ▲ 2.1 ▲6.4(-4.3) ▲3.5(+2.9)

甲信越・北陸 ▲ 18.3 ▲ 22.8 ▲ 14.6 ▲ 9.0 ▲ 14.8 ▲ 13.6 ▲ 5.5 ▲ 1.4 0.8(+2.2) 2.9(+2.1)

東海 ▲ 15.9 ▲ 19.6 ▲ 20.0 ▲ 13.3 ▲ 21.3 ▲ 17.3 ▲ 6.4 ▲ 5.3 ▲13.5(-8.2) ▲11.1(+2.4)

近畿 ▲ 9.8 ▲ 13.0 ▲ 10.6 ▲ 8.5 ▲ 23.1 ▲ 13.2 ▲ 0.5 0.9 1.8(+0.9) 0.9(-0.9)

中国 ▲ 22.5 ▲ 15.5 ▲ 10.6 ▲ 16.0 ▲ 28.5 ▲ 18.8 ▲ 9.4 ▲ 0.4 ▲10.3(-9.9) ▲2.0(+8.3)

四国 ▲ 5.6 ▲ 23.0 ▲ 8.9 ▲ 15.4 ▲ 28.6 ▲ 19.2 0.1 0.0 ▲2.3(-2.3) ▲4.1(-1.8)

九州 ▲ 11.2 ▲ 13.1 ▲ 15.6 ▲ 11.6 ▲ 26.0 ▲ 19.4 ▲ 2.6 ▲ 3.5 ▲13.7(-10.2) ▲5.2(+8.5)

（　）は前回との差



 

 

 

図３ 景況ＤＩ（業種別） 

【製造業】  

 ○26年下半期の景況ＤＩは3.3ポイント低下し▲8.2となった。 

 ○27年上半期の景況ＤＩは5.1ポイント上昇し▲3.1となる見通し。 

 

【卸売業】 

 ○26年下半期の景況ＤＩは12.5ポイント大幅低下し▲14.1となった。 

 ○27年上半期の景況ＤＩは3.6ポイント上昇し▲10.5となる見通し。 

 

【小売業】 

 ○26年下半期の景況ＤＩは4.9ポイント上昇し11.7となった。 

 ○27年上半期の景況ＤＩは17.4ポイント大幅低下し▲5.7となる見通し。 

 

【飲食業】 

 ○26年下半期の景況ＤＩは4.9ポイント上昇し10.8となった。 

 ○27年上半期の景況ＤＩは6.9ポイント上昇し17.7となる見通し。 

                                                                                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３/５ 

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

製造業 ▲ 18.6 ▲ 18.9 ▲ 11.7 ▲ 9.3 ▲ 17.2 ▲ 12.2 ▲ 5.0 ▲ 4.9 ▲8.2(-3.3) ▲3.1(+5.1)

卸売業 ▲ 7.3 ▲ 24.6 ▲ 26.5 ▲ 8.5 ▲ 23.4 ▲ 21.8 ▲ 1.1 ▲ 1.6 ▲14.1(-12.5) ▲10.5(+3.6)

小売業 ▲ 21.4 ▲ 10.4 ▲ 2.0 ▲ 9.8 ▲ 31.1 ▲ 23.9 ▲ 7.5 6.8 11.7(+4.9) ▲5.7(-17.4)

飲食業 ▲ 10.7 ▲ 40.5 ▲ 6.5 17.2 4.5 8.4 13.2 5.9 10.8(+4.9) 17.7(+6.9)

（　）は前回との差



 

 

 

図４ 仕入価格ＤＩ（「上昇」－「低下」の割合） 

○26年下半期の仕入価格ＤＩは2.6ポイント低下ながら61.2と価格上昇となった。 

○27年上半期の仕入価格ＤＩも6.7ポイント低下ながら54.5と価格上昇が続く見通し。 

 

図５ 販売価格ＤＩ・販売数量ＤＩ（「上昇（増加）」－「低下（減少）」の割合） 

【販売価格】 

○26年下半期の販売価格ＤＩは5.7ポイント低下ながら13.0と価格上昇となった。 

○27年上半期の販売価格ＤＩは2.7ポイント上昇し15.7と価格上昇が続く見通し。 

 

【販売数量】 

○26年下半期の販売数量ＤＩは1.0ポイント低下し▲3.3と数量減少となった。 

○27年上半期の販売数量ＤＩは4.4ポイント上昇し1.1と数量増加となる見通し。 
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食品産業 27.0 43.2 38.4 35.1 33.1 48.5 64.9 63.8 61.2(-2.6) 54.5(-6.7)

うち製造業 27.9 54.0 52.0 41.8 42.8 58.7 68.3 70.3 70.9(+0.6) 61.5(-9.4)

うち卸売業 32.7 21.7 9.8 22.0 13.7 22.5 57.3 50.4 31.1(-19.3) 29.9(-1.2)

うち小売業 8.5 32.1 21.4 24.6 10.4 38.3 55.4 62.7 63.7(+1.0) 62.8(-0.9)

うち飲食業 20.4 41.8 45.2 39.7 46.6 58.2 74.6 84.1 70.3(-13.8) 68.8(-1.5)

（　）は前回との差
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9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

DI

（調査時点）

販売数量ＤＩ 販売価格ＤＩ

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

販売数量DI ▲ 19.2 ▲ 19.8 ▲ 11.1 ▲ 6.2 ▲ 14.3 ▲ 11.3 1.2 ▲ 2.3 ▲3.3(-1.0) 1.1(+4.4)

販売価格DI ▲ 15.9 ▲ 9.1 ▲ 11.6 ▲ 8.6 ▲ 18.1 ▲ 9.2 10.4 18.7 13.0(-5.7) 15.7(+2.7)

（　）は前回との差

４/５ 



 

 

 

図６ 雇用判断ＤＩ（「不足」－「過剰」の割合） 
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9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

有効求人倍率雇用判断DI

（暦年、半期）

雇用判断ＤＩ（食品産業） 雇用判断ＤＩ(うち製造業）

有効求人倍率

 

（注）有効求人倍率は、新規学卒者を除き、パートを含む。毎年6月、12月の季節調整値を用いた。 

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

食品産業 ▲ 4.8 ▲ 6.8 ▲ 0.1 ▲ 0.5 2.6 3.1 12.2 14.5 23.2(+8.7) 21.8(-1.4)

うち製造業 ▲ 3.3 ▲ 6.8 1.0 ▲ 0.8 2.6 2.5 12.3 15.2 21.2(+6.0) 18.8(-2.4)

（　）は前回との差  
  
図７ 設備投資ＤＩ（「増加」－「減少」の割合） 

 

 

 

 

（注）年度途中に行う上半期調査に比べ、年初に行う下半期調査の方が、設備投資に対して弱含みの数値が出る傾向がある。 

 

調査時期
(見通し年)

22年下半期
(23年)

23年上半期
(23年)

23年下半期
(24年)

24年上半期
(24年)

24年下半期
(25年)

25年上半期
(25年)

25年下半期
(26年)

26年上半期
(26年)

26年下半期
(27年)

食品産業 ▲ 10.5 ▲ 3.8 ▲ 4.9 3.2 ▲ 1.1 3.3 3.1 3.3 ▲1.3(-4.6)

うち製造業 ▲ 10.6 ▲ 1.2 ▲ 4.1 2.1 0.8 4.2 6.7 7.3 0.1(-7.2)
（　）は前回との差  

 

５/５ 

○26年下半期の雇用判断ＤＩは8.7ポイント上昇し23.2と不足感の拡大となった。 

○27年上半期の雇用判断ＤＩは1.4ポイント低下し21.8と不足感が続くものの一服する見通し。 

 

○設備投資ＤＩ(平成26年下半期時点での平成27年通年の設備投資額の見通し)は、前回調査（26年上

半期）より4.6ポイント低下し▲1.3とマイナス値に転じており、改善傾向が続いていた設備投資環

境に停滞感がみられる。 
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